変更計画理由書
　（１）変更計画の必要性（農業振興地域制度に関するガイドライン（「以下」ガイドラインという。）第16の2の(3)の①のアの要件）
　　　①計画の概要及び目的
　　　　 ※計画の概要を箇条書きで具体的に記載
　　　②現状(居住状況・土地利用状況等）から考えた計画の必要性について
　　　
　　　③計画を直ちに実施しなければならない緊急性について
　　　④規模が妥当であることの説明

※必要な施設等を列記し、それぞれに必要な面積と理由を記載すること。必要な面積の合計が、除外面積と等しくなるようにすること。

　（２）代替性がないと判断される理由（ガイドライン第16の2の(3)の①のイの要件）
　　　①申請地以外の土地が利用できないことについての説明
　　　　

　　　　 [代替候補地の選定条件等]

　　　

　　　　　※計画の内容から考えて求められる代替候補地の条件を数的に示し、代替候補となった土地の位置を表示した図面を添付すること。なお、原則として、全ての所有土地は、代替候補地として検討の対象とすること。

　　　　[農振地域外の代替候補地が利用できない理由]

　　　　　
　　　　　[農振農用地区域外の代替候補地が利用できない理由]

　　　　　
　　　　　[農振農用地（青地：第２種・第３種）の代替候補地が利用できない理由]

　　　　　[農振農用地（青地：第1種農地）の代替候補地で申請地以外が利用できない理由]
　　　　
　（３）農地の集団化、農作業の効率化に支障を及ぼすおそれがないと判断される理由（ガイドライン第16の2の(3)の②の要件）
　　　①農地の集団性や農作業の効率化に支障を及ぼすおそれがないと判断する理由

　　　
　　　②農業生産基盤事業や農業施策に与える影響がないと判断する理由　

　　　　　

　　　　　※申請地が、農振法施行令第8条に定める国営事業等の受益地に該当する場合には、農振法施行規則第4条の4第27号ハの要件を満たすため、地域の農業への振興に係る具体的な数地目標や検証方法等について説明すること。
　（４）認定農業者などへの農用地の利用の集積に影響がでないと判断する理由（ガイドライン第16の2の(3)の③の要件）
　　　
　　　　
　（５）土地改良施設の有する機能に支障がないと判断する理由（ガイドライン第16の2の(3)の④の要件）
　　　①土地改良施設等に影響がないと判断する理由

　　　　
　（６）他の法律が適用される場合、その行政庁等の免許･許可･認可の見込み

　　　（農地転用）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(　　　年　月　日確認）
　　　（建築確認）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(　　　年　月　日確認）
　　　（河川占用）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(　　　年　月　日確認）
　　　（土地利用等）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(　　　年　月　日確認）
　　　（その他）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(　　　年　月　日確認）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(　　　年　月　日確認）
※この様式で記載しきれない場合、（別紙）として項目ごとに説明してください。

